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技能実習生の受入状況

（出所）ＩＭＦ統計、出入国在留管理庁「在留外国人統計」（2020年12月）

人口（千人） 一人あたりGDP（米ドル） 技能実習送出上位国
日本 125,849 40,089

シンガポール 5,686 59,795 -
韓国 51,781 31,638 -
台湾 23,561 28,358 -
中国 1,414,350 10,511 16.9%

マレーシア 32,939 10,231 0.0%
タイ 69,800 7,188 2.8%

インドネシア 270,204 3,922 9.1%
ベトナム 97,406 3,523 55.2%
フィリピン 100,878 3,323 8.4%
ラオス 7,276 2,587 0.1%

カンボジア 15,678 1,607 2.6%
ミャンマー 53,199 1,527 3.7%

 技能実習制度では、令和２年末時点の在留者の７割は、１人あたりＧＤＰが３～４千米ドル
の国が送り元となっている。これは、日本の１人あたりＧＤＰの１０分の１程度。

 新興国の１人あたりＧＤＰの向上により、技能実習生の受入れが今後減少する恐れあり。

小

←

経
済
的
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ

→

大





（出所）NRIと英オックスフォード大学マイケルＡ．オズボーン准教授等との共同研究（2015年） 5

自動化されるリスクが高い職種

職種ごとの自動化可能確率と雇用者数の分布

 野村総研の調査によれば、日本において、自動化のリスクが高く、雇用者も多い職種は、総合事
務員、会計事務従事者など、事務職が多く挙げられている。

 その結果、日本の労働人口の49％がAIやロボット等で代替される可能性が高いとの予測。







（出所）左： IMD World Talent Ranking 2020を基に作成 右： OECD Indicators of Talent Attractiveness

 IMDの世界人材力ランキングでは、日本は38位。

 OECDの国際人材誘致ランキングでは、日本は25位。日本は、優秀な外国人から選ばれる国と
なっていない。

1位 スイス 20位 中国
11位 ドイツ 23位 英国
15位 アメリカ 38位 日本

世界人材力ランキング（IMD）

人材に関する日本の競争力の低下
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国際人材誘致ランキング（OECD）

1位 豪州 17位 英国
7位 米国 23位 韓国

12位 ドイツ 25位 日本

※ ①海外経験、②語学力、③有能なシニアマネージャー、④マネジメント教育が弱点

※















労働者

所得・賃金

○ 失敗や不具合がない完璧な状態にまで
作り込む姿勢に重きが置かれる

○ 外国人の採用・登用は限定的

○ 生涯賃金の後払い（「勤め上げる」社会）

こ れ ま で
2050年の未来からバックキャストした今後の方向性

○ 知的創造作業に重心が移行
○ アイディアを生み出す力と実行スピード、

失敗しては別の方法を何度も試す姿勢
○ 優秀な外国人を適切な報酬で採用

産業構造
○ 自動車産業、電機産業などの「タテ」の

産業構造からサプライチェーンが広がる状態
○ 化石燃料の活用を前提とした社会構造

○ 人工知能やロボットで一部の労働者が代替
○ デジタルが産業構造を「タテ」から「ヨコ」に転換
○ 脱炭素が持続可能性重視の社会構造へ一変

働き方
○ 長時間労働に対する規制のみ
○ 同一労働同一賃金、短時間正社員

○ 労働時間に拘らず、誰もが働く場所や時間を
自由に選択可能

○ ウェアラブルでリアルタイムの健康データを活用

リスキル・
学び直し

初等中等教育

大学・高専

○ 企業内訓練に依存
○ 産業ニーズに対応しないリカレント教育

○ 「学問の追究」が主

○ 即戦力となる教育訓練が至るところで受講可能
○ 個人が自ら学び直し、自律的なキャリア形成

○ 一律・一斉・一方向的
→GIGAスクール構想で学びの転換の環境に

○ 個別最適な学びの実現
○ 多様な人材の教育参画のための

勤務制度／特別免許制度の見直し

○ 中長期的に求められるスキル・課題を産学官で
明らかにし、それらを互いに共有した人材育成

こ れ か ら

○ スキル・ポジションから逆算して報酬体系を決定
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 2030年、2050年の産業構造の転換を踏まえ、どのような労働需給となるかを推計してはどうか。
 それを踏まえ、将来求められるスキルや能力を明らかにする必要があるのではないか。
 その上で、採用・雇用から教育まで、全体を見渡した人材政策を展開する必要があるのではないか。
 なかんずく、未来の日本を担うイノベーション人材を輩出・確保するための環境整備に取り組むべきではないか。
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課題と対応の方向性

雇用・労働

・デジタル、グリーンなど、産業構造の転換が進行する中、どのような人材が必要か、企業は把握できているのか。
・産業界は、今後求められる人材像について、具体的な要望を教育機関に示すことができているのか。
・教育機関は、産業界のニーズを把握しておらず、実社会で活躍する人材を育成できていないのではないか。
・社会が必要とする現場人材（農業、自動車整備、建設等）の将来像も含めた鳥瞰的な人材像が必要ではないか。

人材育成
＜論点＞

＜対応の方向性＞

・大企業内の遅い昇進により、グローバルに戦える経営人材が育っていないのではないか。
・スキル・ポジションに見合った適切な賃金が支払われず、国内外の優秀な人材を確保できていないのではないか。
・過度に厳格な労働時間管理等により、柔軟な働き方が阻害され、個人の能力が十分に発揮されていないのではないか。




